
京王電鉄株式会社に対する業務監査の実施結果 
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項   目 主な取組み状況等 所      見 所見に対する回答 

１．地震などの大規模

災害時における旅

客の避難誘導・帰宅

困難者対応に関す

る事項 
（１）地震などの大規

模災害時におけ

る対応体制等 
 

 
 

 

 

 

・ 京王電鉄株式会社（以下「京王電鉄」

という。）では、地震などの大規模災害

発生時における会社全体の対応として

京王防災規則を、鉄道事業部門における

対応として鉄道事業本部防災取扱規則

等を策定している。 

  鉄道事業本部防災取扱規則において

は、大規模地震により広範囲に亘って被

害が発生したとき、又は、鉄道事業本部

長が設置を必要と判断したとき等は、鉄

道事業本部長を本部長とする災害対策

本部を設置することとしている。災害対

策本部においては、利用者の誘導案内・

救護、線路等各施設の応急措置・復旧、

列車運転の復旧等の業務を行うことと

している。 

  また、鉄道事業本部防災取扱規則に基

づき、鉄道営業部の災害予防対策・災害

応急対策の細則として、鉄道営業部防災

 

 

 

 

 

・ 今後とも、利用者の安全確

保の観点から、万全な態勢を

整えるべく取り組んでいく

ことが期待される。 

 

 

 

 

 

 

・ 利用者の安全確保を最優

先として、引き続き、規則

やマニュアル類の見直しを

行い、万全な態勢を整える

べく取り組んでまいりま

す。 
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取扱規則を定めている。鉄道営業部防災

取扱規則においては、災害の程度に応じ

た動員計画を定め、鉄道従事員は、動員

命令が発せられた場合には所属部署に

出社し、災害発生等により交通機関が使

用できない場合は、原則として最寄りの

事業所に出社し、事後の指示を受けなけ

ればならないとしている。鉄道従事員の

出社を支援するため、震災時、水やトイ

レなどの提供を行う東京都選定の支援

施設等を記載した「災害時徒歩等出社支

援地図」を作成し配布している。 

・ 利用者の避難誘導に関しては、避難誘

導を行う係員の配置等のマニュアル化、

避難場所の改札口への掲出等を行うこ

ととし、利用者に対する運行状況の案内

に関しては、駅運行表示器や駅構内放

送、ホームページ等により運転状況や振

替輸送等に関する情報を提供すること

としている。 

 

・ 平成２４年度における避難誘導訓練に

ついては、自治体、警察、消防等と連携

した合同訓練を２回実施しているほか、

全７管区で業務研究会をそれぞれ年４

回開催し、その中で避難経路、避難誘導

方、広域避難場所の確認等の社員への机
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上教育や実踏も実施している。 

 

（２）東北地方太平洋

沖地震の発生時

における対応 
 

・ 平成２３年３月１１日１４時４６分に

東北地方太平洋沖地震が発生したが、地

震発生時において、京王電鉄が設置した

地震計１１箇所のうち１０箇所で震度

５を計測するとともに、緊急地震速報を

受信したため、自動的に無線で全列車に

停止を指示し、乗務員は安全な場所に全

列車を停止させた。その後、京王電鉄で

は、鉄道事業本部災害対策本部を設置

し、利用者の安全確保、施設の点検等を

行った後、運行再開及び終夜運転を実施

した。 

・ 具体的には、地震発生時に運転してい

た列車６６本のうち、１５本が駅間に停

止したため、安全を確認した上で、その

場で旅客を降車させ最寄り駅まで徒歩

による誘導を行った。 

  駅においては、利用者を広域避難場所

等に避難誘導するとともに、駅構内の巡

回、駅務機器等の点検を実施した。また、

駅構内に滞在した具合の悪い利用者に

対しては椅子を貸し出し、高齢者に対し

ては寒さ対策として毛布・保温性シート

を提供した。 

  運転再開については、各路線において
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徒歩点検による安全確認を実施し、点検

終了後、警察等関係者と連携し、２２時

１０分に運転を再開し、終夜運転を実施

した。 

 

（３）東北地方太平洋

沖地震発生時の

対応を踏まえた

改善策 

 

・ 京王電鉄においては、上記対応により、

利用者の安全確保等を図ったところで

あるが、その後の社内における検証の結

果、帰宅困難者への対応、利用者への運

行情報の提供等の課題が明らかになり、

今後の大規模災害等に対応するため以

下の対策を講じているところである。 

・ 大規模災害等の発生により、列車が

運休し、運転再開の見込みが立たず、

かつ、振替輸送等が実施できないこと

で、各駅に帰宅困難者が集中した際に

適用できる対応マニュアルとして、

「帰宅困難者対応マニュアル」を定め

た。本マニュアルにおいては、利用者

の駅における一時的な待機、備蓄品の

提供等について定めている。 

・ 駅構内における一時待機場所につい

ては、全６９駅において一時待機スペ

ースを検証し、新宿駅、渋谷駅、京王

八王子駅の３駅合計で約１千人分の

スペースを確保した。その他の多数の

駅は狭隘なため、一時待機スペースの

・ 左のとおり、京王電鉄にお

いては、駅における一時待機

場所の確保、飲料水等の備蓄

品の配備、情報提供の充実な

ど様々な改善策を講じてい

るところである。しかしなが

ら、備蓄品の種類について

は、現在、飲料水、防寒アル

ミシート、簡易トイレとなっ

ており、災害時においては、

一時滞在施設の開設が遅れ

ることによる食料の不足と

いった事態も想定されるた

め、簡易食料を備蓄品に追加

することについて、引き続き

検討の上、取り組むことが期

待される。 

 

・ また、平成２４年９月１０

日、内閣府及び東京都が共催

し、総務省、国土交通省、首

都圏の地方自治体や放送・通

・ 簡易食料を備蓄品に追加

し、平成２５年度内に全駅

へ の配備を完了いたしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「首都直下地震帰宅困難

者等対策協議会」最終報告

で示されたガイドラインを

踏まえ、鉄道事業者として
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確保が困難であることから、速やかに

広域避難場所等に案内できるように

対策を行っている。 

・ 飲料水等の備蓄品については、駅の

備蓄可能スペースの範囲で備蓄して

おり、全６９駅で約３万３千人分を配

備した。備蓄品の１人当たりの数量

は、飲料水１本、防寒アルミシート１

枚である。このほか、車両基地や一部

の駅に設置されている防災備蓄倉庫

に、仮設トイレ７４個、簡易トイレ２

千個を備蓄しており、大規模災害時に

は、車両等で必要な駅に配送すること

としている。 

・ 運行情報については、登録した利用

者に対するメール配信サービスを平

成２３年１２月から開始するととも

に、平成２４年８月からは公式

Twitter アカウントによる列車運行状

況の配信を行うこととした。また、Ｌ

ＣＤ型案内ディスプレイを全６９駅

に整備し、情報提供の充実を図ること

とした。 

・ 東北地方太平洋沖地震発生時、社内

及び外部機関との通信が繋がりにく

く、相互連絡に支障をきたしたため、

警視庁とのホットラインの整備、衛星

信・輸送等関連事業者が参加

する「首都直下地震帰宅困難

者等対策協議会」において最

終報告がとりまとめられ、大

規模災害時における帰宅困

難者発生により生じる社会

的混乱を防止するため、 

・ 「大規模な集客施設や駅

等における利用者保護ガイ

ドライン」（大規模な集客施

設や駅等の事業者が利用者

保護を適切に行うための参

考となる手順等を示したも

の） 

・ 「駅前滞留者対策ガイド

ライン」（駅周辺の事業者や

学校等からなる駅前滞留者

対策協議会を設置しようと

する地方公共団体におい

て、地域の行動ルールに基

づき混乱を防止する共助の

取組を円滑に実施する際の

参考となる手順等の具体的

な内容を示したもの） 

 などが策定された。 

  この最終報告を踏まえ、鉄

道事業者自ら取り組むこと

自ら取り組むことが可能な

事項について、沿線自治体

等とも連携して、積極的・

計画的に取り組みます。 
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携帯電話の増備、ＪＲ直通電話の新設

を行った。 

・ 関係地方自治体、警察、消防、周辺

企業と合同で新宿駅、京王永山駅にお

いて、駅構内から一時滞在施設への誘

導、情報提供等を内容とした帰宅困難

者対策訓練を実施するとともに、当該

団体で構成される協議会に参加し、対

策を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

・ さらに、京王電鉄においては、新宿区、

神奈川県で自治体、警察、消防、周辺事

業者等を構成員とした協議会等に参加

し、帰宅困難者対策を協議しているとこ

ろである。 

 

が可能な事項については、引

き続き積極的・計画的に取り

組むことが必要である。 

 

・ また、一時待機場所につい

ては利用者を円滑に誘導で

きるよう駅係員に周知徹底

し、備蓄品については大規模

災害発生時に容易に配布で

きるようにするとともに、適

切な方法で管理することに

より、大規模災害発生時に即

応できる態勢を整えること

が期待される。 

 

 

・ 今後とも、他の自治体にお

いて協議会等が設置され、京

王電鉄に対して参加要請が

あった場合には、積極的に参

加するとともに、利用者の安

全確保など鉄道事業者とし

て取り組むべき事項につい

ては、積極的にその役割を果

たすことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

・ 一時待機場所については、

適切な誘導ができるよう、

案内方法の整備や、係員へ

の教育・訓練を通じて周

知・徹底を図ってまいりま

す。また、備蓄品について

も、容易に配布できるよう

にするとともに適切に管理

し、災害発生時に即応でき

る態勢を整えてまいりま

す。 

 

・ 今後とも、沿線自治体等

の協議会が設置された場合

は、積極的に参加し、鉄道

事業者として取り組むべき

事項についてその役割を果

たしてまいります。 
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２．運賃等に関する事

項 
（１）運賃・料金の誤

表示・誤収受等に

ついて 
 

 

 

・ 京王電鉄においては、前回監査時以降、

釣銭の誤装填防止のための券売機硬貨

部のスケルトン化や誤補給検知センサ

の搭載など駅務機器の改善を行い、ま

た、適宜、他社で発生した事例を参考と

して自社で同様の事案が生じないよう

遵守事項等を整理し注意喚起を図るな

ど誤表示・誤収受の防止に努めており、

平成２２年度から平成２４年度までの

３年間において運賃・料金の誤表示・誤

収受は発生していない。 

 

 
 
・ 運賃の適切な収受は、鉄道

事業者の社会的信用に関わ

る重要な課題であることか

ら、来春の消費税率引き上げ

に伴う運賃改定があること

も踏まえ、引き続き、誤表

示・誤収受の防止対策に取り

組む必要がある。 

 

 

 

・ 今後とも鉄道事業者とし

ての社会的信用を失う事の

無いよう、本社および現業

が一体となり、誤表示・誤

収受の防止対策を徹底して

まいります。 

 

（２）福祉割引につい

て 
 

・ 京王電鉄では、身体障害者及び知的障

害者に対する運賃の割引措置が導入さ

れているが、単独乗車の場合は距離制限

の条件が設定されている。また、精神障

害者に対する運賃の割引措置は導入さ

れていない。 

 

・ 国土交通省では、福祉割引

について、精神障害者に対す

る割引の導入や単独乗車の

場合の距離制限の条件の撤

廃、障害者用のＩＣカード

（定期を除く）の導入等の要

望が障害者団体等から寄せ

られていることから、これら

の要望を踏まえ、関東運輸局

を通じて、京王電鉄に対して

も理解と協力を求めている

ところであり、検討するよう

期待する。 

・ 制度のあり方を含め、検

討してまいります。 
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３．輸送障害時におけ

る文字による運行

情報の提供に関す

る事項 
（１）ホーム、改札口

付近、車両におけ

る文字による運

行情報の提供に

関する取組状況 
  ① ホーム・改札

口付近におけ

る取組状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 京王線、井の頭線の全６９駅の全ての

ホームや一部のコンコースについては、

ＬＥＤ型行先案内板を合計で３２９台

設置しており、列車の行先や発車時刻を

表示するほか、輸送障害時には運行情報

を表示することとしている。 

・ また、ほぼ全ての改札口付近にはＬＣ

Ｄ型案内ディスプレイを合計で９７台

設置しており、列車の行先や発車時刻等

を表示するほか、輸送障害時には文字に

よる運行情報、自社線の場合は路線図に

て運行情報、振替輸送区間を表示するこ

ととしている。なお、ＬＣＤ型案内ディ

スプレイの設置が困難な連絡改札口等

については、ＬＥＤ型案内表示器を合計

で８台設置しており、輸送障害時には運

行情報を表示することとしている。 

・ 上記のとおり、全てのホームや改札口

・ 文字による運行情報の提供

は、例えば、緊急時にどのよ

うに対応するのか、また、列

車が遅延した場合に運行再

開を待つか振替輸送を利用

するかなど、次にどのような

行動をとるかを判断するた

めに有意義なものであり、特

に聴覚に障害のある方にと

っては、重要なものである。

このため、各駅や車両等にお

ける文字による運行情報の

提供については、引き続き、

その内容を充実させること

が期待される。 

 

・ 今後とも引き続き、文字

情報による運行情報の提供

について、内容の充実に努

めてまいります。 
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  ② 車両におけ

る取組状況 
 
 
 
 
 
（２）ホームページ等

における文字に

よる運行情報の

提供に関する取

組状況 
 

付近（出口専用を除く）等に案内表示器

が設置されており、列車が所定の時刻よ

り１５分以上遅延するといった輸送障

害が発生した場合には、運輸指令所から

一斉に配信された運行情報を表示する

こととしている。また、案内表示器では、

各駅の周辺のイベント情報などを各駅

で入力し表示することができることと

なっている。 

・ なお、案内表示器については、表示で

きる文字数に制限があるため、より詳細

な情報については、改札口付近に設置す

る急告板に表示するとともに、必要に応

じて駅係員が筆談器で対応できるよう

体制が整えられている。 

 

・ 車両については、全車両８４３両の乗

降ドアの上部にＬＣＤ型ディスプレイ

又はＬＥＤ型案内表示器を設置してお

り、通常時には次駅、停車駅などの案内

表示をしており、輸送障害時には各駅の

案内表示器と同様に運輸指令所から一

斉に配信された運行情報を表示するこ

ととしている。 

 

・ 京王電鉄においては、ホームページ、

京王ナビ（携帯サイト）及びツイッター
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でも運行情報を提供している。また、京

王ナビで登録をした利用者については、

輸送障害が発生した時と全線運転再開

時の２回、その携帯電話にメールを配信

するサービスを提供している。 

・ 提供する運行情報の内容は、各駅や車

両と同様に運輸指令所から一斉に配信

されたものを表示することとしている。

 

４．ＩＣカードに係る

情報管理に関する

事項 

（１）利用履歴等の個

人情報の保護に

関する内部規程

等の整備につい

て 

 

 

 

（２）個人情報を取り

扱う職員に対す

るセキュリティ

対策について 

 

（３）情報管理体制及

び情報漏えい防

 

 

 

・ 京王電鉄においては、ＩＣカード「Ｐ

ＡＳＭＯ」を平成１９年３月から導入し

ている。 

・ 個人情報の保護に関する規程について

は、「京王グループ個人情報保護方針」、

「京王グループ個人情報管理指針」、「個

人情報保護規程」を定めている。 

 

・ アルバイトを含む全社員に対し教育や

知悉度確認を行うとともに、個人情報の

記載された帳票類については施錠可能

な場所に保管することとしている。 

 

・ 各規程類の他、ＩＣカードの取り扱い

について定めた「ＩＣカード乗車券業務

 

 

 

・ 今後とも引き続き、個人情

報の情報管理体制の維持強

化を実施されることが望ま

れる。 

 

 

 

 

・ 今後とも鉄道事業者とし

ての社会的信用を失う事の

無いよう、個人情報の取り

扱いに関する教育を定期的

に実施し、厳重な管理を徹

底してまいります。 
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止のための対策

について 

 

運用マニュアル」により、氏名、生年月

日及び連絡先等の個人情報を適切に管

理する体制が整えられている。また、情

報管理等に係る社内通達については

各々職場のパソコンにより確認させる

とともに、通達等を確認したことを記録

した「駅掛員手帳」を駅助役が毎月検認

している。 

・ また、情報漏えい防止のため、職員に

対する教育を行い、他業種も含めた個人

情報取り扱いに係る事案を社内通達に

より周知するとともに、帳票類の廃棄事

業者への監査を実施し、問題ないことを

確認している。 

・ なお、個人情報以外であっても、ＩＣ

カード内のデータを目的外に商用利用

することはない。 

 

（４）情報漏えい発生

時における対応

体制について 

  ① スムーズな

対応措置実施

のための内部

規程等の整備

について 

 

 

 

 

・ 「個人情報に関する事故対応規程」、

「個人情報漏えい発生時における連絡

体制」を定めている。 
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  ② 情報管理に

関する研修等

の実施につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

  ③ 保守サービ

ス会社との連

携体制の構築

について 

 

・ 入社時の教育だけでなく、毎月のグル

ープ会議や業務研究会といった機会を

とらえ、情報管理に係る周知等を行うこ

ととしている。また、半年毎に１０日程

度の「営業活動点検強化旬間」を設定し

て自己点検させるとともに、知悉度確認

を行っている。さらに、本社社員が月２

回、いずれかの現場に業務指導に入るこ

ととしており、個人情報の扱いについて

も点検している。 

 

・ システムに不具合が発生した場合等に

備え、「駅務機器関連業務の連絡体制」

を定めており、保守サービス会社との連

絡体制が構築されている。 

 

・ 今後とも引き続き、情報管

理に関する教育等を定期的

に実施することが望まれる。

 

・ 今後とも引き続き、会議

や業務研究会等、機会をと

らえて定期的に教育を行っ

てまいります。 

 

（５）情報漏えい事案

の発生状況につ

いて 

 

・ 過去３ヶ年のうち、平成２４年１１月、

ＩＣカード乗車券に係る氏名と電話番

号を、拾得主に教えるという事案が発生

している。 

・ 本件については、後日、拾得主から持

ち主に無事届けられ、その持ち主からも

事後承諾があったため問題にはならな

かったとのことであるが、旅客サービス

課長名で注意喚起文書を発出し、社員に

対し個人情報の取り扱いについて改め

て周知徹底して再発防止を図るととも

・ 個人情報の保護は重要な課

題であることから、社員への

教育を引き続き徹底するな

ど個人情報の漏えい事案の

防止のための取り組みを実

施するとともに、万が一発生

した場合の当省への速やか

な報告についても、徹底され

たい。 

 

・ 個人情報の適切な取扱い

と厳重な管理について、引

き続き定期的に教育すると

ともに、万が一発生した場

合の報告等についても徹底

してまいります。 
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に、その後の継続的な教育に努めてい

る。 

 

５．その他のサービス

に関する事項 

（１）女性等に配慮し

た車両（いわゆる

「女性専用車」）

について 

  ① 導入状況 

 

 

 

 

 

  ② 利用者に対

する周知・案内

方法 

 

 

 

 

  ③ 職員に対す

る教育等 

 

 

 

 

 

 

 

・ 京王線において、平成１２年１２月の

試行の後、同１３年３月から本格的に導

入し、平成１７年５月からは平日朝の上

り及び同夕方以降の下り列車を指定し、

実施している。 

 

・ ホームページに掲載するとともに、時

刻表に表示し、また、ホームや車内窓に

ステッカーを掲出している。 

・ 利用者からの意見や要望は年に数百件

あるものの、現場での特段大きなトラブ

ルはないと聞いている。 

 

・ 「女性専用車両対応マニュアル」を作

成しており、現場において教育を実施す

るとともに、業務研究会等の機会をとら

え、旅客対応等について周知している。

また、取り扱いや対象列車の変更時には

 

 

・ 当該制度は、利用者の協力

が不可欠であることから、引

き続き、当該車両の趣旨及び

利用実態等を踏まえ適切に

周知等を行うとともに、利用

者の利便性の向上に資する

旅客サービスを提供してい

くことが望まれる。 

 

 

 

・ 今後とも、お客様にご理

解、ご協力をいただけるよ

う 周知を図ってまいりま

す。 
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社内通達を発出し、周知することとして

いる。 

 

（２）ハンドル形電動

車いすに係る対

応状況 

 

・ 社内通達「ハンドル形電動車いすの利

用について」により対応している。 

・ 車いす利用者の対応については、電動、

手動ともそれぞれ月に５，０００件程度

あり、うちハンドル形車いすについては

月に約５０件である。 

・ 意見や要望については年に１件程度で

あり、利用者とのトラブルは発生してい

ない。 

 

・ 今後とも引き続き、利用者

に配慮し、適切に対応してい

くことが望まれる。 

 

・ 今後とも引き続き、車い

す利用者が円滑に移動でき

るよう配慮し、対応してま

いります。 

 

（３）前回業務監査時

（平成１８年度）

のフォローアッ

プ 

 

・ ４カ国語による案内表示については、

スペースを考慮しながら、設備の更新に

あわせて順次実施されてきている。ま

た、京王電鉄のホームページは、日本語、

英語、中国語、韓国語の４カ国語に対応

しており、一部はフランス語にも対応し

ている。 

 

・ 今後とも、外国人利用者向

け情報の充実が望まれる。 

 

・ 今後とも引き続き、外国

人利用者向け情報の充実に

努めてまいります。 

 

（４）その他の旅客サ

ービス等 

 

・ バリアフリーについては、移動等円滑

化された経路の２ルート目を整備中で

あり、幅広改札や多機能トイレについて

は、ほぼ全駅に設置されている。 

・ また、観光地である高尾山については、

日本語に加え、英語や韓国語、中国語に

・ 今後とも、国内外からの観

光客の更なる増加策の検討

やＰＲの充実とともに、分か

りやすく利用しやすい旅客

サービスを継続していくこ

とが望まれる。 

・ 今後とも、国内外からの

ご利用者の更なる増加につ

ながる施策や、沿線行楽地

のＰＲに努めるとともに、

利便性向上につながるサー

ビスの提供に努めてまいり
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対応したパンフレットの作成や周辺施

設等との提携、ホームページやポスター

への掲出などのＰＲに努めるとともに、

「高尾山きっぷ」をはじめとした観光客

や沿線の行楽客向けの企画乗車券を設

定し、その内容を充実させてきている。

・ 駅案内については、新宿駅、渋谷駅、

及び行楽期の高尾山口駅の昼間帯に外

国語対応が可能な案内補助者（サービス

スタッフ）を配置し、案内表示だけでな

くソフト面からも、対応の充実を図って

いる。 

・ ７年後の２０２０年に開催予定の東京

オリンピックにおいては、これまで以上

に多くの利用客が見込まれると思われ

るため、今後、会場や日程等の具体的な

内容が決定していくに伴い、サービスス

タッフの更なる増員や配置等、適切に対

応することとしている。 

 

 ます。 

 


